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(57)【要約】
　本発明は、音響波デバイスの分野に係わり、特に数百
ＭＨｚから数ＧＨｚの高い周波数での作業が可能なトラ
ンスデューサの分野、とりわけ、少なくとも２基板と強
誘電体層２とを含む界面音響波デバイス１に関するもの
である。強誘電体層は、第１電極３と第２電極４との間
に配置され、かつ第１正偏向分域７と第２負偏向分域８
とを含み、該第１と第２の分域は交互に配置されている
。該音響波デバイスは、第１電極３と、強誘電体層２と
、第２電極４とから成る集成体が、第１基板５と第２基
板６との間に設けられていることを特徴とする。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも２基板と強誘電体層（２，２２，４２，６２，８２）を含む界面音響波デバ
イス（１）であって、該強誘電体層が第１電極（３，２３，４３，６２，８３）と第２電
極（４，２４，４４，６４，８４）との間に設けられ、かつ第１正偏向分域（７，２７，
４７，６７，８７）と第２負偏向分域（８，２８，４８，６８，８８）とを有し、前記第
１と第２の分域が交互に位置する形式のものにおいて、
　前記第１電極（３，２３，４３，６３，８３）と、強誘電体層（２，２２，４２，６２
，８２）と、第２電極（４，２４，４４，６４，８４）とによって構成される集成体が、
第１基板（５，２５，４５，６５，８５）と第２基板（６，２６，４６，６６，８６）と
の間に含まれていることを特徴とする、界面音響波デバイス。
【請求項２】
　前記強誘電体層（２）が、交互に位置する第１正偏向分域（２７，４７，６７，８７）
および第２負偏向分域（２８，４８，６８，８８）を有する第１部分（３０，５０，７０
）と、一様に偏向された第２部分（３１，５１，７１）とを含む、請求項１記載の界面音
響波デバイス。
【請求項３】
　前記強誘電体層が少なくとも１キャビティ（５２，９１）を含む、請求項１または請求
項２記載の界面音響波デバイス。
【請求項４】
　交互に配置された第１正偏向分域および第２負偏向分域を有する第１部分と、一様に偏
向された第２部分とを含み、しかも、少なくとも１キャビティ（５２）の表面（５４）が
、前記第１と第２の部分（５０，５１）との境界を構成し、かつ該部分と直交している、
請求項３記載の界面音響波デバイス。
【請求項５】
　前記基板の少なくとも一方が、電極と接触するその表面に少なくとも１つの溝（３２）
を含み、該溝がキャビティを構成する、請求項１から請求項４までのいずれか１項記載の
界面音響波デバイス。
【請求項６】
　交互に配置された第１正偏向分域および第２負偏向分域を有する第１部分と、一様に偏
向された第２部分とを含み、しかも、該第２部分が第３部分（７２）を含み、該第３部分
が、電極に覆われておらず、前記第３部分と第１および第２の部分との間にキャビティ（
７３）が形成されている、請求項３記載の界面音響波デバイス。
【請求項７】
　交互に配置された第１正偏向分域および第２負偏向分域を有する第１部分（８９）と、
キャビティ（９１）によって分離された第１と第２の分域で構成された第２部分（９０）
とを含む、請求項３記載の界面音響波デバイス。
【請求項８】
　共振子において、請求項１から請求項７までのいずれか１項記載の１デバイスを含む、
共振子。
【請求項９】
　帯域フィルタにおいて、請求項１から請求項７までのいずれか１項記載のデバイスを含
む、帯域フィルタ。
【請求項１０】
　共振子または帯域フィルタまたはセンサにおいて、電極に電位差をかけることにより周
波数を調整可能であり、それにより強誘電体に静電界が作り出される、請求項１から請求
項７までのいずれか１項記載の素子を含む、共振子または帯域フィルタまたはセンサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、音響波デバイスの分野に係わり、特に、数百ＭＨｚから数ＧＨｚの極めて高
い周波数で作業可能なトランスデューサの分野に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＲＦ信号を処理する受動的なデバイスを説明する多くの特許出願が知られており、それ
らは、交差指電極を有する櫛形構造物を含み、かつ「界面波」として知られる機序を応用
している。この種のデバイスには、材料間の弾性的な結合を保証するポリマー・フィルム
を使用する必要があるが、それによって、かなりの音響損失が生じる。一定の構成により
、この種の有機物層を省くことができるとはいえ、それには、前記交差指電極のトランス
デューサ界面との統合を可能にする技術の発達が必要だが、技術的に困難なことが知られ
ている。
【０００３】
　また、最適化された幅の電極を含む狭幅空隙トランスデューサが知られており、その場
合、電極間隔が著しく低減される。しかし、例えば１．６ＧＨｚで作業するには、１．５
μｍ（またはλ／２）幅の電極を、数百オングストローム程度の間隔で分離せねばならな
いが、その実現には手のこんだ技術が要求される。
　これらの欠点を除去するためには、特許文献１が公知である。そこには、強誘電体層と
基板とを含む表面音響波デバイスが開示され、該デバイスの特徴は、強誘電体層が、第１
電極と第２電極の間に設けられ、かつ強誘電体層が第１正偏向分域と第２負偏向分域とを
有し、これら第１と第２の分域が交互に配置されている点である。
【０００４】
　この種のデバイスは、しかし、大きな欠点がある：すなわち、
　－膜を極めて薄くする必要があり（音響波波長程度に）、このため、対象が極めて扱い
にくく、概して、工業的な生産処理とは相容れない、
　－外部からの影響にかなり敏感なため、適切に作業するには真空カプセルに収める必要
がある、
　－トランスデューサをより薄くすることによってモード密度を低減する可能性あるが、
モード密度が極めて高く（既述の難点）、このため、高いスペクトル純度を有するデバイ
スの製造には概して不適である、
　－この原理を利用した構成要素の共振周波数は温度によるドリフトが激しく、その原因
が、現在、この目的に使用される強誘電体（ＰＺＴ、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチ
ウム）が熱の影響に極めて敏感な弾性特性を有することにある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】フランス特許出願第２８１１８２８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、前記欠点を除去するために、実現上の難点なしにＧＨｚを超える作業
が可能な音響波デバイス、すなわち、外部の影響に対し極めて不感な一方、極めて高い品
質係数が得られる音響波デバイスを提案することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この目的を達成するために得られた界面音響波デバイスは、少なくとも２個の基板と強
誘電体層とを含み、該強誘電体層が、第１電極と第２電極との間に設けられ、第１正偏向
分域と第２負偏向分域とを有しており、該第１と第２の分域が交互に位置している。前記
音響波デバイスは、前記第１電極と、前記強誘電体層と、第２電極とにより構成された集
成体が第１基板と第２基板との間に設けられることを特徴としている。
【０００８】
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　特定の一特徴によれば、強誘電体層は、交互に位置する第１正偏向分域と第２負偏向分
域とを有する第１部分と、一様に偏向された第２部分とを含んでいる。
　特定の一特徴によれば、エネルギー移転区域を構成でき、本発明によるデバイスは、強
誘電体層レベルに少なくとも１キャビティおよび／または、複数基板のうちの少なくとも
１基板を含んでいる。
【０００９】
　付加的特徴によれば、本発明によるデバイスは次の特徴のうち少なくとも１特徴を有し
ている：
　－交互に位置する第１正偏向分域と第２負偏向分域とを有する第１部分と、一様に偏向
された第２部分とが設けられ、しかも、少なくとも１キャビティの複数表面が、前記第１
および第２の部分との境界を形成し、かつ該部分と直交していること、
　－複数基板の少なくとも１つが、電極と接触するその表面に少なくとも１つの溝を含み
、該溝がキャビティを構成すること、
　－交互に位置する第１正偏向分域と第２負偏向分域とを有する第１部分と、一様に偏向
された第２部分とが設けられ、しかも、第２部分が第３部分を含み、該第３部分が、電極
に覆われておらず、前記第３部分と第１および第２の基板との間にキャビティを形成する
ように薄くされ、その結果、音響波の反射を伝導可能な音響インピーダンスが中断し、ト
ランスデューサ近くに音響波が閉じ込められること、
　－交互に位置する第１正偏向分域と第２負偏向分域とを有する第１部分と、キャビティ
により分離された第１または第２の分域で構成された第２部分とが設けられること。
【００１０】
　本発明は、また本発明による少なくとも１デバイスを含む共振子に関するものである。
　本発明の他の利点および特徴は、本発明の一実施例を添付図面を参照して説明すること
で明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の１特定実施例による界面音響波デバイスの全体図。（実施例１）
【図２】本発明による界面音響波デバイスを利用した共振子の実施例の第１変化形の図。
（実施例２）
【図３】本発明による界面音響波デバイスを利用した共振子の実施例の第２変化形の図。
【図４】本発明による界面音響波デバイスを利用した共振子の実施例の第３変化形の図。
【図５】本発明による界面音響波デバイスを利用した共振子の実施例の第４変化形の図。
【発明を実施するための形態】
【実施例１】
【００１２】
　図１は、本発明の実施例の第１変化形による界面音響波デバイスの図である。この界面
音響波デバイス１は、第１電極３と第２電極４との間に設けられた強誘電体層２を含み、
第１電極３と、強誘電体層２と、第２電極４とにより構成された集成体が、第１基板５と
第２基板６との間に設けられている。強誘電体層２は、第１正偏向分域７と第２負偏向分
域８とを含み、該第１と第２の分域が交互に位置している。
　この例示実施例の場合、強誘電体層２はニオブ酸リチウム製であり、他方、第１と第２
の電極は、真空蒸着または陰極スパッタリングにより強誘電体層２に被着された金で作ら
れている。第１と第２の基板は、ケイ素製であり、各々、金属圧縮により第１と第２の電
極３，４の露出表面に接着される。第１と第２の基板７，８には、各々、第１および第２
のバイア１１，１２が設けられ、電気接点を得ることができる。
【００１３】
　この図１には、またデバイス１内に波長λの音響波１３の輪郭が示されている。この音
響波は、前記集成体と各基板との間の界面レベルを事実上無損失で伝搬する一方、各基板
内では指数的に減少する（エバネセント波）。
　この種の強誘電体層２の製造は、当業者には周知であり、特に特許文献１に開示されて
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いる。
【００１４】
　トランスデューサ分野に適用する場合には、したがって、数百ナノメートル程度のピッ
チで分域反転された構成体を作ることができる。すなわち高周波の用途に好適である。本
発明によれば、ネットワークのピッチは、ほぼ音響波の波長である。周波数は、第１近似
で、音響波の位相速度をネットワーク・ピッチで除すことで得られ、該ネットワーク・ピ
ッチは、強誘電体の偏向交替（トップ／ダウン）に対応し、音響波の波長λに等しい。
　強誘電体層を第２電極で覆うことによって、結果として生じる構成体を動的に励起でき
る。
【００１５】
　正偏向分域と負偏向分域とが交互に位置することにより、強誘電体層レベルで物体の伸
長と収縮が交互に生じ、それによって構造的な音響干渉が発生し、この干渉が、バルク内
より、むしろ該強誘電体層（導波機能を有する）の平面内を好んで伝搬する。これは、強
誘電体層内を導波される弾性波の伝搬速度が、基板内での弾性波伝搬速度より低いからで
ある。しかし、また複合偏向（楕円変位とすべり変位との混淆）を有する波、または主に
縦方向の偏向を有する波をも励起することが可能である。したがって、高い弾性波速度を
有する基板（サファイア、炭化ケイ素、炭素／ダイアモンド等）を用いることで、対応バ
ルク波の伝搬速度に等しい伝搬速度を有するこの種の波を、強誘電体層内にトラップする
ことが可能である。
【００１６】
　弾性波がニオブ酸リチウム（通常はタンタル酸リチウム）内より低速で伝搬する材料を
使用する場合、ケイ素またはニオブ酸リチウムウムを例えば上下基板として使用して弾性
波を導波することもできる。水晶もタンタル酸リチウム・トランスデューサとともに基板
として使用できる。その場合、材料のカット角度を適切に選択することにより、所望の導
波効果を促進できる。好ましい水晶カットの一例は、１９４９年版のＩＥＥＥ標準１７６
（圧電気に関するＩＥＥＥ標準　Ｓｔｄ１７６－１９４９，Ｐｒｏｃ．ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉ
ＲＥ，Ｖｏｌ．３７，ｐｐ．１３７８－１３９５，１９４９）に従った（ＹＸｔ）／９０
°のカットに対応する。これにより、レイリー波（圧電気と結合されていない）は３８０
０ｍ．ｓ－１で伝搬し、バルク体内の音響放射が４１００ｍ．ｓ－１を超える位相速度を
有することが分かる。言い換えると、交番強誘電分域を有するトランスデューサ内の楕円
偏波の速度よりかなり高い。
【００１７】
　したがって、基板表面に、明確に定義された特徴的なアドミタンスを有する単一トラン
スデューサを形成できる。同種類（だが異なる中心周波数を有する）の別のトランスデュ
ーサと組み合わせて使用することで、ネットワーク、梯子形、格子形のフィルタが構成さ
れるか、または実際に、入力トランスデューサと出力トランスデューサとが形成される。
　本発明の概念によれば、極めて直接的に変換機能を作り出すことができ、該機能により
、特定の仕様を有するトランスデューサの開発が可能である。
　分域７，８の周期は、従来技術の櫛形構成体内の等しい極性の電極間の周期と同等であ
る。等しい形状特徴幅（櫛形トランスデューサ電極の製作、または交番偏向トランスデュ
ーサの分域幅の形成に使用される）の場合、本発明により、作業周波数が、特許文献１に
既に述べられているように、ほとんど２倍増大できる。
【００１８】
　特に、表面音響波の指向性には、交番分域のピッチを局所的に中断することによって音
響波の位相を変更する中立偏向素子を作り出すことにより影響を与えることができる。音
響波の伝搬は、その場合、非対称的に中断され、音響波が一方向に他方向より優先して伝
搬される。
　おそらく、従来技術の場合より簡単な形式で、高度に波長選択可能なフィルター機能を
備えた表面波デバイスを作ることができよう。特に、電極を覆うことにより、トランスデ
ューサのパルス応答の形を定義することができる。「トランスデューサ・アポディゼーシ
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ョン」として櫛形電極分野で公知のこの手法は、技術的な実現の観点からは極めて制限の
ある手法である。この事例の場合、この機能性は固体（流通していない）電極を用いて達
成されることで、かなり技術の実現は簡単化される。
　加えて、共振子は、例えば、本発明のこの第１実施例による２つのデバイス１を用いて
構成できる。該デバイスは、エネルギー移転区域によって分離され、この区域の寸法は、
公知の形式により最適化され、音響波のトラップが最適化される。
【実施例２】
【００１９】
　図２～図５には、それぞれ共振子の実施例が示され、該共振子は、本発明による界面音
響波デバイスを利用するトランスデューサにより励起される界面波に対するブラッグ・ミ
ラーを実現する意図の反射構成体を含んでいる。
　図２を見ると、共振子２０が、第１電極２３と第２電極２４との間に設けられた強誘電
体層２２を含む界面音響波デバイス２１を含み、第１電極２３と、強誘電体層２２と、第
２電極２４とから構成された集成体が、また第１基板２５と第２基板２６との間に配置さ
れている。強誘電体層２２は、交互に配置された第１正偏向分域２７と第２負偏向分域と
を有する第１部分３０と、一様に偏向された部分３１とを含んでいる。前記第２部分３１
のレベルに、第１、第２の基板２５，２６は、各々、対応する電極に接触する表面に溝３
２を含んでいる。これらの溝はエッチングにより形成される。
　これらの溝の機能はエネルギー移転区域を構成することである（発射するトランスデュ
ーサ方向へ位相反射する音響波回折）。
【００２０】
　図３を見ると、共振子４０が、第１電極４３と第２電極４４との間に挟まれた強誘電体
層４２を含む界面音響波デバイス４１を含んでおり、第１電極４３と、強誘電体層４２と
、第２電極４４とにより構成される集成体が、また第１基板４５と第２基板４６との間に
挟まれている。強誘電体層４２は、交互に配置された第１正偏向分域４７と第２負偏向分
域４８とを有する第１部分５０と、一様に偏向された第２部分５１とを含んでいる。第１
と第２の部分５０，５１はキャビティ５２によって分離されている。該キャビティは長方
形の区域を有し、この区域の高さは前記集成体の高さより大なので、基板の各々は、キャ
ビティの一部を含むことになる。
【００２１】
　該キャビティは、第１と第２の部分との境界をなす２表面５４を含み、該部分に直交し
ている。前記表面５４は、したがって、デバイス内での音響波の伝搬方向と直交している
。このキャビティの機能は、エネルギー移転区域を構成することである。この種の共振子
は、また電極に対して電位差をかけて、強誘電体層内に静電界を作り出すことによりデバ
イスの周波数を調節できる。誘電率の符号は強誘電偏向による影響は受けないが、誘電率
の大きさは静電界を印加することで変更でき、この現象を利用して音響波の伝搬速度を、
ひいてはデバイスの共振周波数を変化させることができる。
【００２２】
　図４を見ると、共振子６０は、第１電極６３と第２電極６４との間に設けられた強誘電
体層６２を含む界面音響波デバイス６１を含み、第１電極６３と、強誘電体層６２と、第
２電極６４とにより構成された集成体が、また第１基板６５と第２基板６６との間に含ま
れている。強誘電体層６２は、交互に配置された第１正偏向分域６７および第２負偏向分
域を有する第１部分７０と、一様に偏向された第２部分７１と、一様に偏向された第３部
分７２とを含み、該第３部分が、前記第１と第２の部分の間に設けられ、電極により覆わ
れずに薄くされることで、第３部分と第１、第２の基板の各々との間にキャビティが形成
されている。これらのキャビティの機能はエネルギー移転区域を構成することである。
【００２３】
　図５を見ると、共振子８０は、第１電極８３と第２電極８４との間に設けられた強誘電
体層８２を有する界面音響波デバイス８１を含み、第１電極８３と、強誘電体層８２と、
第２電極８４とにより構成された集成体が、また第１基板８５と第２基板８６との間に設
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けられている。強誘電体層８２は、交互に位置する第１正偏向分域８７および第２負偏向
分域８８を有する第１部分８９と、キャビティ９１で分離された負電極分域８８を有する
第２部分９０とを含んでいる。この場合も、同じように、これらのキャビティの機能はエ
ネルギー移転区域を構成することである。
　本発明による共振子は高品質であり、前記集成体の両側に設けられた基板により外部の
衝撃から守られ、同じリソグラフィ解像度で、従来の櫛形トランスデューサ周波数の２倍
の周波数で作業する。
【００２４】
　既述の方法には、本発明の範囲を逸脱することなく数多くの変更態様が可能である。例
えば、単結晶質、多（ｐｏｌｙ－）結晶質、多重（ｍｕｌｔｉ－）結晶質の強誘電体、例
えば酸化鉛、チタン酸ジルコニウム、タンタル酸リチウム、ニオブ酸リチウム、ニオブ酸
カリウム、ＰＺＴ、ＰｂＴｉＯ３（すべて強誘電性セラミック結晶）、緩和材料（ｒｅｌ
ａｘｅｒｓ）、ＰＭＴ－ＰＴタイプのセラミック結晶）を使用して、交番偏向域を有する
変換区域を造出できるが、その場合、音響の伝搬品質を保持するためには、単結晶体また
はエピタキシー材料が好ましく、この伝搬品質は、結晶格子の品質との関連が知られてい
る。
【００２５】
　同じことが基板にも適用される。基板は、例えば特に２０～１００μｍ厚さを有する炭
素－ダイアモンド厚膜を成長させて作るか、またはケイ素、サファイア、炭化ケイ素、そ
してまた水晶の膜により作ることができよう。カットは、これらの材料の表面導波特性（
既述の注意参照）の観点から選択される。また基板は、ニオブ酸リチウム自体（表面伝搬
速度の観点からカット選択に関しては同じ注意が必要）の膜、より一般的には、トランス
デューサの同じ偏向の音響波速度を超える表面波速度を有する何らかの単結晶体の膜によ
って作ることができよう。界面波（事実上縦方向偏向）が基板内の放射速度を超える速度
で導波可能な構成も存在する。その場合は、作業点と、トランスデューサ厚／波長間の比
とに十分注意を払い、基板内での放射伝搬損失を最小化せねばならない。
　加えて、電極は、どの導電体で作ってもよい。
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